
１．許可の要件

２．社内管理規定

３．許可後の手続き(更新・承継等)

◆保税地域の許可要件と社内管理規定
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許可の要件と社内管理規定について

第１章 許可の要件

第２章 社内管理規定

（１）人的要件
（２）場所的要件
（３）施設的要件
（４）量的要件

（１）社内管理規定の整備
（２）社内管理規定の基本項目
（３）主要従業者について
（４）内部監査人について
（５）その他

第３章 許可後の手続き

（１）許可期間の更新
（２）許可の承継
（３）その他各種届出

資料③ 2



第1章 許可の要件

保税蔵置場の許可申請は、保税蔵置場許可申請書（C-3120）に必要書類を添

えて、税関に提出することにより行います。

税関は提出された書類及び申請場所の確認等により、許可の要件を審査し、

許可要件を具備していれば、許可を行うこととなります。

許可の要件は関税法第43条（1号～10号）に規定されており、大別すると

(1)人的要件 (3)施設的要件

(2)場所的要件 (4)量的要件

となります。この43条の各要件は、欠格条項となっておりますので、この規定

に該当しなければ、許可をすることができるということになります。

では、それぞれの要件について確認しましょう。
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(1)人的要件

第1章 許可の要件

関税法第43条第1号から第8号

第1号 申請者が保税地域の許可を取り消された者であり、許可を取

り消された日から3年を経過していない場合

第2号 申請者が関税法に違反し、処分を受け、刑の執行を終えた日

から3年を経過していない場合

第3号 申請者が関税法以外の法律の規定に違反し、処分を受け、刑

の執行を終えた日から2年を経過していない場合

第4号 申請者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律、

刑法第204条等の罪、暴力行為等処罰に関する法律に違反し、

処分を受け、刑の執行を終えた日から2年を経過していない場合
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第5号 申請者が暴力団員等である場合

第6号 申請者が前各号のいずれかに該当する者を役員とする法人で

ある場合又はこれらのものを代理人、支配人、主要な従業者と

して使用する者である場合

第7号 申請者が暴力団員等によりその事業活動を支配されている者

である場合

第8号 申請者の資力が薄弱であるため、この法律の規定により課さ

れる負担に耐えないと認められる場合、保税蔵置場の業務を遂

行するのに十分な能力がないと認められる場合
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（1）人的要件 関税法第43条第1項8号後段 業務遂行能力について

人的要件のうち、業務遂行能力については非常に重要であり、保

税業務経験のない申請者については、研修の受講等による法令等

の知識習得に加え、他蔵置場における実地研修を慫慂しています。

その他、社内管理規定の整備、業務手順書の作成等により、保

税蔵置場の業務を行ううえで必要な法令等についての知識及び記

帳能力等が十分であって、外国貨物等の保管業務に関し十分な管

理及び業務処理能力を有するかどうかを判断しています。

許可後の手続きに不備があると、場合によっては外国貨物の搬

入停止や保税蔵置場の許可の取り消しとなりますので、担当者の

教育を含め、十分な体制を整えることが重要です。
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(2)場所的要件及び(3)施設的要件
関税法第43条第9号

第9号 許可を受けようとする場所の位置又は設備が保税蔵置場と

して不適当であると認められる場合

第10号 許可を受けようとする場所について保税蔵置場としての利用

見込み又は価値が少ないと認められる場合

(4)量的要件

関税法第43条第10号

フェンス

ゲート 照明

≦
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場所的要件については、管轄官署からの路程による。

管
轄
官
署

２５ｋｍ
以内

２５ｋｍを超え
おおむね１００ｋｍ以内

左記以外

ＯＫ

施設の所在地及び周辺の地域における道
路、港湾及び空港その他の交通施設の整
備状況による。

蔵置施設、蔵置する貨物の種類、地域の国際化・活性化に資す
る観点等を勘案し、当該場所に立地することがやむを得ない事
情があると税関長が認めるもの。
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第２章 社内管理規定

保税地域（指定保税地域、保税蔵置場、保税工場、保税展示場

及び総合保税地域）における貨物管理については、倉主等（貨

物管理者及び被許可者）は社内管理規定を整備し、提出する。

(1)社内管理規定の整備（関税法基本通達34の2-9）

①社内管理規定の目的 ⑤税関への通報体制の整備

②社内管理責任体制の整備 ⑥教育訓練についての体制の整備

③貨物管理手続体制の整備 ⑦評価・監査体制の整備

④貨物保全のための体制の整備 ⑧その他留意事項

(2)社内管理規定の基本項目
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(ｲ)総合責任者

倉主等が行うべき業務について、総合的に管理し、監督し、責任

を負う責任者。

(ﾛ)貨物管理責任者

倉主等の基本的作業である貨物の搬出入に係る確実な記帳のほ

か、搬入、蔵置、取扱い、搬出の各段階での貨物の数量、態様等

の把握、管理を行う責任者。

(ﾊ)顧客（荷主）責任者

保税地域を利用する顧客（荷主）について、その資質や経営状態

等を把握し、管理する責任者。

(ﾆ)委託関係責任者

保税地域での業務について、委託業務を行っている場合は、委託

企業従業員の資質の把握、適切な指揮監督の徹底等を行う責任者。

(3)主要従業者について
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評価･監査制度の整備（関税法基本通達34の2-9（7））

蔵置場等会社における社内管理規定の諸手続が厳格に遵守され、

かつ、実施されていることを確認するため、内部監査人による定

期的評価･監査制度を制定し、社内管理規定の実行性の評価改善の

ための勧告を行う体制を整備する。なお、内部監査人による評

価・監査は、原則として毎年実施し、当該評価・監査の都度、そ

の結果を税関に提出する。

(4)内部監査人について

(5)その他

社内管理規定の整備に際しては、関税法基本通達34の2-9に基本

項目が出ており、各社（各蔵置場）の実情に応じた規定の整備が

必要であり、規定に応じた貨物管理ができるかが重要となる。
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第３章 許可後の手続き

(1)許可期間の更新（関税法第42条第2項）

許可期間のみを延長するのではなく、新たに許可を与えると

考え、各許可要件を審査している。

(2)許可の承継（関税法第48条の2）

合併、分割の契約書（案）などを確認し、どのような内容かを

正確に把握する。合併、分割の内容によって、税関に対する手続

きが異なる場合があるので注意が必要。

※次ページの例1・2を参照

(3)その他各種届出
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吸収合併 例１

Ａ社

吸収合併・
名称変更

Ｃ社

保税蔵置場
被許可者

保税蔵置場
被許可者

Ｂ社 許可の承継の手続きは
不要。名称変更、役員変
更の届出を実情に合わせ
て行う
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吸収合併 例２

Ａ社

吸収合併・
名称変更

Ｃ社

保税蔵置場
被許可者

保税蔵置場
被許可者

Ｂ社 許可の承継の手続きが
必要。吸収合併が行われ
る日（許可の失効の日）
までに手続きを行う
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(3)その他各種届出

(ｲ)役員に変更があった場合

指定保税地域の貨物管理者については、役員変更届の提

出は不要、社内管理規定（組織図）の変更が必要。

代表者に変更なし

代表者に変更あり

委任状の受任者に
変更あり

提出書類

役員
変更届

履歴書 法人登記
簿謄本

提示

誓約書上記書類
に加え

委任状上記書類
に加え
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(ﾛ)主要従業者に変更があった場合

指定保税地域の貨物管理者については、変更届及び履歴

書の提出は不要、社内管理規定（組織図）の変更が必要。

委任状の受任者に
変更あり

提出書類

委任状上記書類
に加え

主要従業
者変更届

履歴書 社内管理
規定又は
組織図

委任状の受任者に
変更なし
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＜提出書類まとめ＞

第3章 許可後の手続き

役員変更 主要従業者変更

変更届 履歴書
誓約書
（代表者
変更時）

委任状
（受任者
変更時）

変更届 履歴書
委任状
（受任者
変更時）

社内管理規定
（内容変更時）

組織図

保税蔵置場 ○ ○ △ △ ○ ○ △ △ ○

指定保税地域
（貨物管理者）

× × × × × × × △ ○

※役員変更届提出の際、法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）の提
示をお願いします。
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(ﾊ)保税蔵置場の許可面積に変更がある場合

貨物収容能力増減等の届（C-3160）に平面図（延べ面積の

計算式を余白部分に記載）を添えて提出。

（届出書に記載する変更後の延べ面積は、小数点第2位まで

の数値を記載し、水面及び屋外については、箇所数及び面積

を括弧書きしてください。）

＜例＞

倉庫1棟 400.50㎡ 屋外2箇所 210.32㎡の場合

１棟及び2箇所 610.82（うち屋外210.32）平方メートル
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指定保税地域の使用・借受面積等に

変更がある場合、

指定保税地域使用・借受（変更）届

により、変更内容を届出。

資料③ 19



(ﾆ)保税蔵置場において工事等を行う場合

関税法基本通達44―3 
（届出を要しない改築移転その他の工事）
法第44条第1項《貨物の収容能力の増減等の届出》に規定する改築、移転

その他の工事が行われる場合において、その工事の内容が単なる補修工事
又はこれに類するものであって、その工事による保税蔵置場の現状の変更
が軽微なものであり、かつ、それにより保税蔵置場の面積に変更がないと
きは、同項の規定による届出を要しないものとする。

単なる補修工事

現状の変更が軽微

許可面積に変更なし

工事届不要

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

Ｎｏ

Ｎｏ

Ｎｏ

工
事
届
提
出

当該届出は関税法第44条第1項に

基づくものですので、届出を怠ると非

違となりますから、判断が難しい工事

については、事前に管轄税関に工事

内容等を説明し、届出の必要の要否

についてご相談ください。
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(ﾎ)保税蔵置場の休業、再開

保税蔵置場を長期にわたって利用しない場合

保税蔵置場休業届（C-3180）

利用見込みがあるとして再開する場合は

保税蔵置場の業務の再開届（C-3190）。

※休業期間の満了に伴う業務の再開であっても、再開届

の提出は必要。

(ﾍ)保税蔵置場の廃業

保税蔵置場を廃業する場合は、

保税蔵置場廃業届（C-3180）

※許可期間の満了による廃業の場合は、届出を要しない。
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